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記 者 発 表 資 料 
平成２１年１０月１４日 

担
当 

総務部財務課 
課長：澤、係長：岩﨑 
電話：内線 321、322 

大垣市の財務書類について 

平成２０年度決算に基づく普通会計ベースの財務書類と、連結ベース（普通会計、特別

会計と企業会計を含めた全会計及び一部事務組合や土地開発公社、第三セクター等を含め

た）の財務書類を作成しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務書類について 

財務書類４表の関係    大垣市の財務書類 P．２ 

 

 

 

 

 

 

『貸借対照表』の「純資産の部」変動を表したものが、『純資産変動計算書』 

『純資産変動計算書』における純資産の変動要因の主なものが「純経常行政コス

ト」と「一般財源、補助金受入等」で、そのうち「純経常行政コスト」の明細を示

すのが、『行政コスト計算書』 

『資金収支計算書』は、歳計現金の動きを表す計算書で、「期末歳計現金残高」は、

『貸借対照表』の「歳計現金」と一致 

○大垣市の財務書類４表は総務省方式改訂モデルで作成 

○連結ベースの財務書類の作成により、大垣市全体の資産と債務が把握でき、将来の

住民負担の状況や、特別会計や土地開発公社などを含めた財政状況を示すことがで

きるようになります。 

○公表されている他都市の平成１９年度普通会計ベースの貸借対照表及び行政コスト計

算書で比較を行いました。 

平成１８年８月３１日付け総務省通知「地方公共団体における行政改革の更なる

推進のための指針の策定について」及び平成１９年１０月１７日付け総務省通知「公

会計の整備推進について」の中で、平成２０年度の決算から、地方公共団体単体と

関連団体なども含んだ連結ベースでの財務書類４表（※）を整備し、公表すること

が求められています。 

大垣市は平成１９年度の決算から作成し公表しています。 

（※）財務書類４表：貸借対照表（バランスシート）、行政コスト計算書、 

純資産変動計算書、資金収支計算書 
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連結財務書類を市民１人当たりでみると 

○貸借対照表から    大垣市の財務書類 P．４７ 

 １人当たり２，６０５，３９１円の資産を保有 

        前年度に比べ７４，１３２円増加  

 

・このうち、道路、学校、下水道、病院など市民の利用等に供する有形固定資産は、    

２，２５８，６８６円で、前年度に比べ１６，７５７円増加 

普通会計    １，３６７，１３８円（前年度に比べ １６，０８４円増）、 

下水道関連事業   ４６４，９１９円（前年度に比べ ３０７円減）、 

病院事業      １３８，０３０円（前年度に比べ ４，６４３円減）、 

水道事業      １０８，９８５円（前年度に比べ ２，４８９円増）、 

土地開発公社     ７０，０４４円（前年度に比べ ６，１８８円減）など 

・貯金にあたる各種基金の合計は６７，１３１円で、 

前年度に比べ１，５５１円減少 

（基金は、２ 投資等の基金等と、３ 流動資産のその他に含まれる財政調整基金と減債基金の合計） 

基金は、財政調整基金や公共施設整備基金の取崩しなどで減 

  

 

 １人当たり８９７,７３２円の負債 

・借金に当たる地方債残高等の合計は７３０，０９１円で、 

前年度に比べ８，３７１円減少 

（固定負債の地方債と長期借入金[翌年度償還予定額を含む]の合計）                

     普通会計      ２７９，７２０円（前年度に比べ ２，０７３円増）、 

下水道関連事業   ２５５，０２１円（前年度に比べ ７４８円減）、 

病院事業       ３８，８６７円（前年度に比べ ３，０７７円減）、 

水道事業       ３６，２０２円（前年度に比べ ２，６７７円減）、 

土地開発公社     ９３，０４８円（前年度に比べ ６，２３５円減）など 

 

 

 

○行政コスト計算書から   大垣市の財務書類 P．５１ 

 １人当たり７５９，８４０円の行政サービスを提供（前年度に比べ２０，３００円減） 

 

保育料、下水道使用料など１人当たり４１９，４６８円 

行政サービスに対する対価の支払い 

（前年度に比べ２７，７９９円減） 
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財務書類の各種比率からみた分析 

 

○貸借対照表から     大垣市の財務書類 P．１０、４６ 

 

 ・後世代による社会資本負担比率 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

普通会計ベース  ２１．９％（前年度２０．６％） １．３ポイント悪化 

 

連結ベース    ３３．２％（前年度３２．９％） ０．３ポイント悪化 

 

 

 

・純資産比率    

   

 

 

 

 

 

 

 

 普通会計ベース  ７６．７％（前年度７７．１％） ０．４ポイント悪化 

   

連結ベース    ６５．５％（前年度６４．８％） ０．７ポイント改善 

 

 

 

 

 

 

社会資本の整備の結果を示す有形固定資産のうち、将来の支払いに委ね
られる負債による整備の割合で、将来返済しなければならない分の割合を
みることができ、普通会計ベースよりも連結ベースの方が、後世代による
社会資本負担が高くなっています。 
前年度と比べ、普通会計で１．３ポイント、連結で０．３ポイントそれ
ぞれ高くなっていることから、ともに、後世代による負担で社会資本形成
を進めていく割合が高くなっています。 

純資産／負債・純資産

負債・純資産合計に占める純資産の比率が高いほど財政状況が健全である
といえます。 
 連結ベースは、地方債及び長期借入金残高が多く、普通会計ベースよりも
１１．２ポイント低くなっています。 
前年度と比べ、財政状況が、普通会計は０．４ポイント悪化、連結は  
０．７ポイント改善したといえます。 

地方債及び長期借入金、長期未払金及び未払金／有形固定資産 
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○行政コスト計算書から 大垣市の財務書類 P．１８、５０ 

 ・退職手当引当金繰入比率 

    

 

 

 

 

 

普通会計ベース  １３．８％（前年度１３．３％） ０．５ポイント悪化 

    

連結ベース    ９．０％（前年度９．０％） 同率 

 

 

 ・地方債平均利子率 

    

 

 

 

 

普通会計ベース  １．９０％（前年度２．１３％） ０．２３ポイント改善 

 

連結ベース    ２．００％（前年度２．２０％） ０．２０ポイント改善 

 

 

 

 

退職手当引当金繰入額／人件費 

普通会計に属する職員は、１人当たりの勤続年数が比較的長く、他の会計・
団体よりも高くなっています。 
普通会計は、前年度と比べ、０．５ポイント増加しています。 

支払利息／地方債・長期借入金残高 

ほぼ、同様の利率となっていることから、どの会計・団体等においても同じよう
な条件で借入を行ってきたといえます。 
普通会計は、前年度と比べ利子の支払が減少し、０．２３ポイント下がりました。 


